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1. はじめに 

 

コンクリートの弾性波速度は既設構造物の圧縮強
度を推定するに非常に大事なファクターである．コ
ンクリート構造物に衝撃を与えると，衝撃弾性波が
発生する．コンクリート内の鉄筋の有無など衝撃を
与える箇所に違いがあるところでは，測定された弾
性波に違いがあるかは不明である．また，衝撃をあ
たえるインパクターの規格が弾性波の測定に影響が
あるかも定かではない．鉄筋の有無とインパクター
の種類が伝播速度の結果に影響するのかを特定する
ことが本研究の目的である．本研究では，新設の構
造物である大日川橋の橋台に対して，様々なインパ
クターと複数の振動センサを用いて測定実験を行っ
た．測定内容としては，表面 2点法，多重反射法，
透過法である． 

 
2. 弾性波速度の測定方法 
表面 2点法では，２つの加速度センサを対象コン

クリート部材の表面に一定距離をおいてあて，その
付近の一直線上の点をインパクターで叩いて発生さ
せた弾性波を測定し式(1)より弾性波速度を求める．
多重反射法は，インパクターを用いてコンクリート
表面を打撃し弾性波を発生させ，これを加速度セン
サで測定し式(2)を用いて値を求める方法である．透
過法は，2 つの加速度センサを対象コンクリート断
面の両側に設置し，片方のセンサ付近をインパクタ
ーで叩いて発生させた衝撃弾性波の時間差から式
(3)より伝播速度を測定する． 

                𝑉𝑎 =
𝑙2

𝜏2−𝜏1
          

              𝑉𝑏 = 2𝑓𝐷             

             𝑉𝑐 =
𝐷

𝑡2−𝑡1+
𝑙1
𝑉𝑎

          

ここで𝑉𝑎:表面 2点法による弾性波速度(m/s)，𝑉𝑏:多重反射
法による弾性波速度(m/s)，𝑉𝑐 :透過法による弾性波速度
(m/s)，𝑓:共振振動数(Hz)，𝐷:コンクリートの厚さ(m)，𝜏:
表面 2点法において弾性波が加速度センサに到達する時間
(s)，𝑡:透過法において弾性波が加速度センサに到達する時
間(s)，𝑙2𝑙1:打撃点から加速度センサまでの距離(m)である． 
 
3 測定箇所 
 測定では地上から高さ 1.5m のところで鉄筋のある箇所
とない箇所にインパクターで衝撃を与え測定を実施した．
インパクターでは小鋼球(ϕ15mm)，中鋼球(ϕ75mm)，大
鋼球(ϕ110mm)を用いた． 
 
 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

図 1 大日川橋の測定箇所図 

 

 

            

 

 

 

   a.表面 2点法(𝑉𝑎)            b.多重反射法(𝑉𝑏)                  c.透過法(𝑉𝑐) 

図 2 各弾性波測定法の概要図 
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図 7 円柱供試体の伝播速度

結果 

4. 測定結果 
1)各測定箇所における弾性波速度の結果 
正面壁には表面 2点法，多重反射法を，側壁にはこ

れらに加えて透過法を実施し，その結果を図 3～図 6
に示す．多重反射法で求めた弾性波速度は，実構造物
に対しては平均 3640m/s の値をみせておりばらつき
もあまり見受けられなかった．それに対し，表面 2点
法で求めた速度は，1939～2500m/sの分布をしており，
比較的ばらつきが大きい．透過法については，小鋼球
のインパクターを除くと安定した速度を求めること
ができた．一方，円柱供試体の弾性波速度は多重反射
法で平均 4025m/s，透過法で 3513m/sとなり表面 2点
法より大きい値となっている． 
2)鉄筋の影響 
各方法ごとの正面壁と側壁の両方の結果において，

弾性波速度の平均値をみると，まず正面壁の鉄筋あり
で 2016m/s(表面 2点法)，3736m/s(多重反射法)，鉄筋
なしで 2234m/s(表面 2 点法)，3850m/s(多重反射法)
となっており鉄筋が交差している箇所の弾性波速度
が鉄筋の配置のない箇所よりやや小さい値を示して
いる．側壁についても同様に鉄筋ありで 2083m/s(表
面 2 点法)，3700m/s(多重反射法)，鉄筋なしで
2156m/s(表面 2点法)，3762m/s(多重反射法)であり鉄
筋の有る場合の方が，弾性波速度が小さい結果となっ
た．これは壁の断面方向の振動において鉄筋の存在が，
質量の増加を招いたからと考えられる． 
3)インパクターの影響 
 多重反射法により測定(図 3～図 6)を行う際に，小
鋼球では測定対象である壁に断面方向伸縮振動が発
生せず，共振振動数が測定できなかった．一方，中・
大鋼球によっては伸縮振動に対する共振振動数が測
定でき弾性波速度を求めることができた．透過法によ
り測定(図 5のみ)についても，小鋼球では有意義な弾
性波速度が得られなかった．測定寸法の小さい円柱供
試体に対する測定(図 7)では，小鋼球のみを用いたが
6つの供試体について多重反射法と透過法の両方に安
定的な弾性波速度が測定された．                        

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

4)測定法の影響 
同じ材料でできている測定対象物でも，多重反射法

と透過法，表面 2点法と異なった方法で測定した場合
はその弾性波速度は異なった値を表す結果となった．
このことは，各測定法で測定した弾性波速度は材料物
性値としてその絶対値は使えないことを示している． 
 
5 結論 
・鉄筋コンクリート構造物が測定対象の場合，鉄筋は
断面方向の伸縮振動において質量として作用し弾
性波速度を小さく評価するように働く．測定時には,
配筋箇所を避けることが望ましい． 

・測定対象の大きさに応じて適切な大きさのインパク
ターを選ぶ必要がある． 

・測定法によって得られる弾性波速度が異なるため，
理論値である p 波速度を材料物性値として用いる
ことを提案する．そのためには，p波速度と各測定
法による弾性波速度との換算率をあらかじめ設定
しておく必要がある． 
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図 3 正面壁の伝播速度結果(鉄筋あり) 

図 4 正面壁の伝播速度結果(鉄筋なし) 

図 5 側壁の伝播速度結果(鉄筋あり) 

図 6 側壁の伝播速度結果(鉄筋なし) 
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